2008年4月28日(月)

法哲学演習　第3回

担当者　船本健次　梶原浩平
要約
4章においては格差社会が広がっていった場合に予想されることが叙述されている。
まず格差が拡大すれば貧困層が増大するということが考えられる。そうすれば、経済効率の低下および人的資源のロス、さらには社会負担の増加が考えられるとしている。また金銭的な格差のみならず健康などにも格差が生じかねない.

さらに、職に就きたくてもつけないフリーターや、ニートなどの増加で、得られる所得の低さがまた貧困者を生み出しかねないとする。そして、働けるものと働けないものの間に階層ができたとすれば抜け出せず、階層の固定化が生じうるのである。
しかしながら、がんばるものとがんばらないものの間に差を作らないというのは不平等である。そこで、いかなる差を設けるのかが問題となりうる。
5章においてはその格差の問題に対する処方箋が述べられている。
その処方箋について列記してみると
1 効率性と公平の両立
日本において税金の減少により勤労意欲の低下はみられなかったのである
から税金は高くても効率性は維持できる。そして、社会保障を用い福祉政策を充実させれば税金が高くとも勤労意欲の低下は見られないはず。
2 雇用格差の是正
まずは、各人がどういう仕事に就いているかを明確に認識した上で、同じような仕事をしている人は賃金を同一にするという「職務給」制度をとりいれるべき。
もしくは、最低賃金制度の充実をするべき。
さらに、雇用格差の主たるフリーターの脱却のためには、私企業頼みするのはなく、公共部門が訓練を行い私企業に送ることで人材のロスをなくすことができる
③ 地域の力を引き出す
地方は、知恵を働かせて企業を地方に誘致するべき。また、その企業誘致のみならず、人が暮らしやすくするために、交通および福祉の充実を図ることが力を引き出すことになる。
④ 教育の機会の充実
　　　　いわゆる低学歴のものが、低所得者になりやすいのだから、より教育の充実をおこなうべき。　具体的な例としては、誰でも教育を受けることができるように奨学金制度を充実させるべき。
　　　　⑤貧困の救済
確かに税金が使用され生活保護はおこなわれるのであるから、その資格を得ることにテストをすることは問題ない。しかし、あまりに複雑で、受けるべき人間が受けられないのが現状である。そこで、生活保護の額を減少させても、生活保護を受けられるものの門戸を開くべき。
また、仕事を失ったときの頼みの綱である、失業保険も受けられる者の門戸はせまいことからより、門戸を開くことで、より保険の意味を明らかにするべき。
⑥税制の改革
格差の是正のために所得税の累進度の低下を阻止し、是正するべき。なぜならば、税金の負担率は先進諸外国と比べてあまりにも低いのが現状であるからである。
⑦「小さな政府」論をいかにするか？
日本においては、すでに社会保障の給付金が少ないことからすでに「小さな政府」であるといえる。にもかかわらずさらに「小さな政府」にしようとしている世論の流れもある。しかし、現状であっても「小さな政府」であるといえるのにもかかわらず、これ以上小さくするのは危険であるようにも思える。
そこで、完全に自分の責任は自分でとるようにすべきとする「アメリカ型」をとるべきか、社会保障に対する給付を増やす代わりに税金の額を増やす「ヨーロッパ型」をとるべきかという2論を国民は考えるべきだ。
という7点をあげ、格差問題の処方箋を記載している。
論点１

所得再分配による格差是正
相続税、所得税の累進度の低下および逆進税である消費税の導入、拡大によって数十年前と比較して所得分配の不平等度が増してきている。これを解消し所得再分配によって格差拡大を是正するために、所得税の最高税率を上げるべきか？それとも、逆進的な性質を持つ消費税のあり方を変えるべきか？

論点2
地域間格差の是正
地域において雇用を創出する作用を持つ公共事業によって、失業率や有効求人倍率といった地域間格差の拡大は是正されてきた。しかし、小泉内閣の構造改革により公共事業費の削減およびバブル崩壊以降の不況によって、現在、地域間格差は深刻化している。そこで、地域間格差是正のために公共事業を以前の水準にまで戻すべきか？それとも、減税等の優遇措置等によって企業誘致を促進することにより格差を是正していくべきか？ 
論点3
生活保護基準の改善

現在、地方自治体では財政状況の悪化および過去に暴力団による生活保護の不正受給問題があったことから、生活保護費を削減する傾向にある。しかし、貯蓄ゼロ世帯、自己破産者の増加などから貧困層の拡大は明らかである。
では、生活困窮者救済のために、現在の生活保護の要件、１資力調査を受ける、2資産を有効活用する、3親族への援助依頼を優先するといった要件を緩和し、その代わりに支給額を減額することは妥当かどうか？特に、高齢者、母子世帯では老齢加算、母子加算が廃止されていて、これ以上支給額が削減されれば最低限度の生活を維持できなくなるのではないか？
資料
2007年4月1日現在法令等

	所得税の速算表

	課税される所得金額
	税率
	控除額

	1,000円から　1,949,000円まで
	5%
	0円

	1,950,000円から　3,299,000円まで
	10%
	97,500円

	3,300,000円から　6,949,000円まで
	20%
	427,500円

	6,950,000円から　8,999,000円まで
	23%
	636,000円

	9,000,000円から　17,999,000円まで
	33%
	1,536,000円

	18,000,000円以上
	40%
	2,796,000円


論点1に関する資料　国税庁のホームページより抜粋

平成19年度から所得税が変更され、上記の表の網掛け部分の金額においては税率がそれぞれ3%ずつ引き上げられ、195万以下は税率が5%下げられた。1999年に導入された定率減税（25万円を限度として税額の20％相当額を控除する減税）は平成19年度から廃止され、家計の負担が増したといわれる。
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[image: image3.emf]地域別完全失業率の推移
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論点1に関する資料　厚生労働省　国民生活基礎調査より抜粋

所得金額階級別世帯数の相対度数分布
2006年調査となっているが、調査期間は2005年である。
論点2に関する資料　総務省統計局のデータより作成
九州地区には沖縄を含む。
	
	失業率の最大値
	失業率の最小値
	差

	2000
	5.9
	3.6
	2.3

	2001
	6.3
	3.9
	2.4

	2002
	6.7
	4.0
	2.7

	2003
	6.7
	4.0
	2.7

	2004
	5.7
	3.5
	2.2

	2005
	5.3
	3.2
	2.1

	2006
	5.4
	3.0
	2.4

	2007
	5.0
	2.7
	2.3


	　
	公共工事費（億円）

	　
	国
	都道府県

	1995
	28076
	62469

	1996
	23410
	52119

	1997
	22729
	51372

	1998
	29837
	50915

	1999
	28234
	47334

	2000
	30866
	54656

	2001
	30980
	52216

	2002
	30067
	47336

	2003
	24407
	38929

	2004
	26340
	32340

	2005
	20200
	30919

	2006
	19473
	26234


論点2に関する資料　　国土交通省　基礎統計資料より抜粋
論点3に関する資料
生活保護に関する諸問題

1稼動年齢を理由に申請を拒否

働ける年齢（65歳まで）ならば、生活保護を受ける前に働くことを強く勧める。

2資産の未処分を理由に拒否

自動車、持ち家、貯金を持っている場合、申請を認めない
3扶養義務者への援助を優先する

生活保護を受ける前に親族に援助依頼するよう強く勧める。
4借金、ローンによる生活困窮に対して申請を認めない
5生活保護を受給できる権利主体が「国民」であること
　外国人に対しては、生活保護法の適用ではなく準用しか認められていない。そのため、外国人は生活保護に関しては行政上の不服審査申し立て制度を利用できない。

関連条文

生活保護法

2条

すべて国民は、この法律の定める要件を満たす限り、この法律による保護（以下「保護」という。）を、無差別平等に受けることができる。
4条1項

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。
同2項

民法に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われるものとする
27条の2
　保護の実施機関は、要保護者から求めがあつたときは、要保護者の自立を助長するために、要保護者からの相談に応じ、必要な助言をすることができる。
参考文献

橘木俊詔（2006）『格差社会　何が問題なのか』　岩波書店

参考webページ

厚生労働省統計表データベース　http://wwwdbtk.mhlw.go.jp/toukei/index.html
国土交通省　基礎統計資料　http://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/index2.html
総務省統計局　http://www.stat.go.jp/
国税庁　http://www.nta.go.jp/index.htm
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2006年調査





中央値とは全世帯の所得を低いものから高いものへと順に並べて２等分する境界値をいう。








平均所得金額とは、総所得を世帯総数で割った金額をいう。
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